
平成27年度CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業 
の採択案件について（お知らせ） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．事業の概要 

CO2排出削減技術の開発・実証は、CO2排出削減量の拡大及び地球温暖化対策コストの低減を

促すとともに、当該技術が社会に広く普及することにより、低炭素社会の創出に資する取組で

す。一方、民間に委ねるだけでは必要なCO2排出削減技術の開発が必ずしも十分に進まないこ

とから、本事業により、将来的な地球温暖化対策の強化につながるCO2排出削減効果の優れた

技術の開発・実証を主導し、CO2排出量の大幅な削減を目指します。 

 

２．審査方法 

  外部専門家からなるCO2排出削減対策技術開発評価委員会において、ヒアリングを行った上

で、以下の観点から採否等について審査を実施しました。 

 

1.技術課題の妥当性…重点課題に相当する技術課題か｡本事業の対象に合致しているか。 

2.技術的意義…技術に新規性（先導性）､実用性、発展性があるか｡ 

3.政策的意義…国の地球温暖化対策上の政策的必要性（対策強化につながるか、対策コストの

低減につながるか等）が高いか｡ 

4.目標設定･達成可能性…技術開発成果の性能目標（機器、システム単体でのCO2削減効果を含

む）の設定は妥当かつ十分であるか､目標の達成が見込まれるか｡ 

5.実施体制･実施計画…事業実施体制･実施計画が、技術開発内容や目標から妥当であるか｡ 

環境省では、平成25年度から、将来的な地球温暖化対策の強化につながる技術開発・実証を、

「CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業」により実施しております。 

この度、平成27年度事業に応募のあった技術開発・実証事業のうち、７件を選定し、採択す

ることとしましたのでお知らせします。 

平成27年４月16日（木） 
環境省地球環境局地球温暖化対策課   

直  通  03-5521-8339       

代  表  03-3581-3351 

課  長  土居 健太郎（内線6736） 

調 整 官  名倉 良雄（内線6771） 

課長補佐  吉田 諭史（内線6791） 

担  当  桒村 亮広（内線7726） 

 

環境省水・大気環境局自動車環境対策課 

直  通  03-5521-8301  

代  表  03-3581-3351 

課  長  小野 洋（内線6520）  

課長補佐  沖本 憲司（内線6529）  

担  当  勝亦 淳樹（内線6577） 



6.事業化･普及の見込み…早期の事業化及びその後の普及が見込まれるか｡普及による社会全体

でのCO2削減効果が相当程度見込まれるか。 

7.総合評価…1.~6.の観点に加え､技術開発経費の妥当性等それ以外の観点も含めた総合評価｡ 

8.技術開発経費の妥当性…開発に要する経費は妥当か。 

 

３．審査の結果（別紙） 

 公募期間：平成27年１月14日～２月10日 

 ヒアリング実施日：平成27年２月20日～３月10日 

 応募件数：36件  採択件数：７件 



別紙 

 

○平成 27年度 CO2 排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業 採択課題一覧 

 

事業名 代表事業者 共同実施者 概要 

高圧水電解で 70MPa の

水素を製造する再エネ

由来水素ステーション

関連技術の開発・実証 

本田技研工

業(株) 

(株)本田技術

研究所、岩谷

産業（株） 

70MPa 高圧水電解システム開発や水素製造能力の拡大に取り

組み、70MPa燃料電池自動車に対応可能なオンサイト型小型水

素ステーションを開発し、燃料電池自動車への充填適合性を

実証する。 再生可能エネルギー由来の電力によりコンプレッ

サーなしの高圧水電解システムで製造した CO2 フリーの純度

99.99%水素を 70MPa燃料電池自動車に充填し、CO2排出削減を

実現する。 

業務用空調のライフサ

イクルコストを低減す

る低損失・高効率ター

ボ冷凍機の開発 

三菱重工業

(株) 

 民生業務用建物で消費されるエネルギー起源のCO2排出量低

減のため、熱源機として産業用途に実績がある大容量のター

ボ冷凍機をより小容量域にターゲットを絞り、現状から更に

高効率化したCOP7.0、従来システム比15%省エネルギーのター

ボ冷凍機を開発する。さらに、交換部品の削減等によりメン

テナンスを簡素化・ライフサイクルコストを大幅に低減し、

更なる普及拡大によりCO2排出削減を実現する。 

冷熱空調機器の消費電

力を削減するデバイス

の技術開発 

パナソニッ

ク(株) 

 家庭での消費電力量の 20%を占める冷蔵庫とエアコンの消費

電力及び CO2 排出を大幅に削減するため、共通デバイスのコ

ンプレッサを新磁性材料を用いた世界最高効率モータの搭載

により高効率化するとともに、断熱材・熱交換機等の改良に

より、冷蔵庫の消費電力量及び CO2 排出量を現状の最高レベ

ルから更に 1/3 削減する。更に、当該技術を業務用を含む冷

熱空調分野に展開する。 

浮体式洋上風力発電施

設における係留コスト

の低減に関する開発・

実証 

九州大学 東海大学、戸

田建設(株)、

日本海事協会 

サクションアンカーと合成繊維索からなる係留システムを新

規に開発し、実海域において浮体基礎の係留システムとして

実証することにより、係留コストを25%程度削減するととも

に、係留チェーンの摩耗量評価手法を確立することで、係留

チェーンのメンテナンスフリー化とコスト削減を実現し、浮

体式洋上風力発電の導入拡大とCO2排出削減につなげる。 

風力発電等再生可能エ

ネルギー向け低損失ア

モルファス鉄心を用い

た高電圧・大容量変圧

器の開発 

(株)日立製

作所 

 風力発電等再生可能エネルギーの変電に用いられる高電圧

66/77kV 以上の大容量アモルファス変圧器の開発を新たに行

い、変圧器による鉄損（エネルギー損失）を 50%削減し、風力

発電等再生可能エネルギーシステム全体の CO2 排出量の削減

を強化する。 

 



 

帯水層蓄熱のための低

コスト高性能熱源井と

ヒートポンプのシステ

ム化に関する技術開発 

関 西 電 力

(株) 

三菱重工業

(株)、(株)ニ

ュージェッ

ク、(株)環境

総合テクノ

ス、(株)森川

鑿泉工業所、

岡山大学、大

阪市立大学 

地盤沈下等の環境影響に配慮した、民生業務用建物等向けの

低コスト大容量の揚水、還水井、ヒートポンプシステムを開

発し、運用管理技術等（帯水層の季節間･昼夜間蓄熱の組合せ

利用等）を確立することにより、揚水量 100m3/h、システム効

率 COP4.1、従来システム比 35%の省エネルギーを実現すると

ともに、電力需要のピーク抑制や風力･太陽光発電等再生可能

エネルギーの余剰電力受入れの増大を通じた CO2 排出削減を

実現する。 

バイオ改質炭普及拡大

に向けたエネルギー自

立型製造プロセスの構

築並びに微粉炭ボイラ

での 100%専焼技術の開

発 

三菱重工環

境・化学エ

ンジニアリ

ング株式会

社 

電力中央研究

所、産業技術

総合研究所 

石炭の代替として微粉炭ボイラの利用可能なバイオ改質炭の

普及拡大のため、①エネルギー自立型製造プロセスの構築及

び②微粉炭ボイラへのバイオマスの混焼から 100%専焼まで可

能とする技術開発を行い、LNG火力並みのコストを実現し、バ

イオ改質炭の需要喚起及びコスト低減により普及を拡大する

ことで、大幅な CO2排出削減を実現する。 

 

※上記は採択時の状況に基づく内容であり、評価委員会の指示により内容に変更が生じることがあります。 


